
資料 7 

「多様な主体」の連携・協働状況調査 概要 
 

1. 調査目的 

防災ボランティア活動に関わる多様な主体の、平時及び災害時の活動内容・実績のほか、

強みを持つ分野、行政との連携状況、組織・体制面・資金面の状況を把握することで、今

後災害が発生した際の行政との連携・協働体制の構築に有用となる事項を抽出するため

調査を実施する。 

 

2. 調査対象 

・災害対応経験のある NPO・NGO 団体、NPO サポートセンター、中間支援組織、士業

団体、大学ボランティアセンター等 （計 262団体→別紙） 

・アンケート回答があった団体から県域の連携を検討するにあたり有用となる活動事例、

ネットワークのある団体を選定しヒアリングを実施する。（計 20団体） 

 

3. 調査方法 

アンケート調査 /  ヒアリング調査 

 

4. 調査期間 

・アンケート調査：2018年 7月中旬から 8月初旬 

・ヒアリング調査：2018年 9月初旬から 12月下旬 

 

5. 調査項目 

・組織・団体規模（年間総収入・人員構成等） 

・平時の活動地域、分野、ネットワーク（協定締結状況、会議体） 

・近年の災害時（2011年以降）の活動分野、活動参考団体 

・連絡会議への参加の有無・課題 

・被災者支援時の、他組織・団体との協働状況 

※調査結果の取扱 

固有名詞等、個々の団体が特定される情報は内閣府内での参考資料とする。 

検討会等で行政（県域）のネットワーク体制構築を検討する際に有用となる情報があった

場合、資料作成に際しては個々の団体・組織名が特定されないよう配慮する。 
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「多様な主体」の連携・協働状況調査 概要結果まとめ（案） 

団体名 
団体概要 
・人員構成 
・財務状況 

平時 
平時の主な活動分野・地域 
 
ネットワーク 
・やり取りのある災害関係団体・組織 
・災害時協定締結団体・組織 
参加している会議体・ネットワーク体 
・会議体・ネットワーク体の名称 
・ 

災害時 
災害時の主な活動分野 
 
近年の災害時の活動実績 
・災害名 
・活動時期 
・活動場所 
・活動内容 
被災者支援活動における他団体との連携 
 
連絡会議・情報共有会議の参加（ある場合） 
・参加の目的 
被災者支援活動での課題・要望・ユニークな取組 
・行政： 
・社会福祉協議会： 
・NPO・ボランティア団体 
・その他の多様な主体： 
収集資料リスト 
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災害時における多様な支援主体の連携・ 

協働に関するアンケート調査 （案） 
 

 
● この調査は、内閣府（防災担当）が国土防災技術株式会社に委託し、災害時

の支援に関わる皆様に連携等の取り組み状況やあり方についておうかがいす

るものです。 

● 本調査の目的は、大規模災害時の被災地支援において、行政と多様な主体間

の連携等に関わる課題を明らかにすることです。大規模広域災害（南海トラ

フ巨大地震、首都直下型地震等）に備え、行政と民間支援団体の連携体制を

各都道府県域や広域レベルで構築していくことが急務となっており、そのた

めには大規模災害時に活躍される団体の皆様の特徴や状況を把握した上で、

実際に連携体制を作っていくことが求められています。また、将来的には多

くの団体間で連携ネットワークが構築され、災害時の被災者支援が充実する

ことを目指します。 

● お忙しいところ誠に恐縮ではございますが本アンケート調査にご協力下さ

いますようお願い申し上げます。なお、ご回答いただいた内容につきまして

は、すべて統計的に処理を行うと同時に守秘義務を厳守し、団体名・個人名

等については、個人情報保護法に基づき安全かつ適正に管理をいたします。 

                                                                                  

内閣府（防災担当） 

本アンケートについてご不明な点・ご質問等がございましたら下記までご連絡下さい。 

・内閣府（防災担当） 

〒330-0074 東京都千代田永田町 1-6-1 中央合同庁舎第 8 号館 4 階 

担当 ： 〇〇〇〇〇  TEL 03-5253-2111（代表）  

E-mail  *****@cao.go.jp   URL http://www.cao.go.jp/ 
・国土防災技術株式会社（業務委託先） 

〒330-0074 さいたま市浦和区北浦和 2-12-11（浦和青葉ビル 2F） 

担当 ： 〇〇〇〇〇  TEL 048-833-0451  FAX 048-833-0424 

E-mail  *****@jce.co.jp   

                                                                       

 
【ご記入にあたってのお願い】 

● 調査票ファイルは、ご記入の上、 ●●月●●日（●）まで に、下記 E-mailアドレス

宛（業務委託先）に添付し、お送りください。 

 

国土防災技術株式会社    E-mail *****@jce.go.jp 
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1. 貴団体情報・平時の活動についておうかがいします 
 
問1 貴団体の平時の主な活動分野をお答え下さい。 

当てはまるものを 3 つを選択し、チェックを記入して下さい。 

 

☐ 保健・医療・福祉 ☐ 社会教育推進 ☐ まちづくり促進 

☐ 観光振興 ☐農山村漁村等振興 ☐ 学術文化芸術促進 

☐ 環境保全 ☐ 災害救援活動 ☐ 地域安全活動 

☐ 人権擁護・平和推進 ☐ 国際協力 ☐ 男女共同参画 

☐ 子供の健全育成 ☐ 情報社会発展進行 ☐ 科学技術振興 

☐ 経済活動活性化 ☐ 職能開発・雇用支援 ☐ 消費者保護 

☐ 1～18 に掲げる活動を行う団体の運営や活動に関する連絡・援助活動（中間支援） 

☐ 1～19 に掲げる活動に準じる活動として地域の条例が定める活動 
 
問2 貴団体の年間収入規模・人員構成についてお答え下さい。 

あてはまるものをひとつずつ選択し、チェックを記入して下さい。 
 

年間 
総収入 

☐ 500 万円未満 ☐ 500～1000 万円未満 ☐ 1000～3000 万円未満 
☐ 3000～5000 万円

未満 ☐ 5000～1 億円未満 ☐ 1 億円以上 

主要 
資金 

☐ 行政補助金 ☐ 民間助成 ☐ 寄付金 

☐ 独自事業 ☐ その他  

理事数 ☐ 5 名以下 ☐ 6－9 名 ☐ 10 名以上 

役員数 
☐ 5 名以下 ☐ 6－9 名 ☐ 10－19 名 

☐ 20－49 名 ☐ 50－100 名  

常勤職

員数 
☐ 5 名以下 ☐ 6－9 名 ☐ 10－19 名 

☐ 20－49 名 ☐ 50－99 名 ☐ 100 名以上 

非 常 勤

職員数 
☐ 5 名以下 ☐ 6－9 名 ☐ 10－19 名 

☐ 20－49 名 ☐ 50－99 名 ☐ 100 名以上 
 
 
問3 貴団体の平時の主な活動地域の範囲について、お答え下さい。 

あてはまるものを選択してチェックを記入して下さい。 
 
主な活動地域 ☐ 日本国内 ☐ 海外 
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日本国内での、平時の活動地域を選択し、主な活動エリアをご記入下さい。 
☐ 団体の主たる事務所機能のある都道府県内の「特定・一部の地域」 
（主な活動エリア：                              ） 
☐ 団体の主たる事務所機能のある都道府県の「ほぼ全域」 
（主な活動エリア：                              ） 
☐ 隣接を含む、複数の都道府県 
（主な活動エリア：                              ） 
☐ 日本全国 
（主な活動エリア：                              ） 

 
問4 貴団体における、行政との「協定締結」状況をお答え下さい。 

行政名及び協定先となる担当部局をお答え下さい。 

 

都道府県行政との協定についてご記入下さい。 

都道府県名 担当部局 主な内容 

   

   

   

 

市区町村行政との協定についてご記入下さい。 
市区町村名 担当部局 主な内容 

   

   

   

 
問5 貴団体が平時より加盟・参加している「災害時を想定した会議体・連携組

織」についてお答え下さい。特にない場合は記入の必要はありません。 

 

自治体等の公的機関が主催 する会議体・連携組織についてお答え下さい。 

会議体・連携組織 主催団体（または中心となる団体） 

  

  

  

 

民間の団体及び組織が主催 する会議体・連携組織についてお答え下さい。 

会議体・連携組織 主催団体（または中心となる団体） 
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2. 貴団体の災害時の活動についておうかがいします 
 

問6 2011 年以降において貴団体の「被災地（現地）」での活動についてお答

え下さい。（当該災害で活動していない場合は記入不要です。また、現在

も継続中の場合は終了年月を空欄としてください） 

 
 活

動
期
間 

（
西
暦

年
） 

A. 2011 年・東日本大震災  年 月～   年 月頃迄 

B. 2011 年・台風 12 号（紀州半島豪雨）  年 月～   年 月頃迄 

C. 2013 年・台風 26 号（伊豆大島）  年 月～   年 月頃迄 

D. 2014 年・広島土砂災害  年 月～   年 月頃迄 

E. 2015 年・関東東北豪雨  年 月～   年 月頃迄 

F. 2016 年・熊本地震  年 月～   年 月頃迄 

G. 2016 年・台風 10 号（北海道・東北地方）  年 月～   年 月頃迄 

H. 2016 年・鳥取県中部地震  年 月～   年 月頃迄 

I. 2017 年・九州北部豪雨  年 月～   年 月頃迄 

J. 2018 年・大阪北部地震  年 月～   年 月頃迄 

K. その他（               ）  年 月～   年 月頃迄 

L. その他（               ）  年 月～   年 月頃迄 

M. その他（               ）  年 月～   年 月頃迄 

 

 

問7 貴団体が被災地で活動するにあたって、連携した団体・組織等の名称をご

記入ください。（複数回答可） 

 

（主に外部支援を行う団体にお伺いします。） 

貴団体が 被災地外から被災地に入るにあたり 、特に緊密に連携した地元の団体・

組織等をご記入下さい。 
災害記号（問６のもの） 緊密に連携した地元の団体・組織等 

  

  

  

 

 



 

7 
 

（主に被災地内の地元で活動する団体にお伺いします。） 

地元が被災した際 に、活動の支援を依頼した代表的な 被災地外の 団体・組織等

をご記入下さい。 
災害記号（問６のもの） 活動の支援を依頼した被災地外の団体・組織・個人等 

  

  

  

 

問8 貴団体の被災地支援に入る際の主な活動分野（得意としている活動内容

に関するもの）について、あてはまるものすべてにチェックを記入して下

さい。 

☐ 団体間調整 coordinate ☐ ボランティア派遣 ☐ 調査・アセスメント 

☐ 避難所運営・改善支援 ☐ 物資配送・輸送支援 ☐ 食事等の提供支援 

☐ 要配慮者支援 ☐ 医療・健康福祉支援 ☐ 子供・教育支援 

☐ 外国語等支援 ☐ がれき撤去・清掃支援 ☐ 見守り支援等 

☐ 救急・救助支援 ☐ 復興まちづくり支援 ☐ ペット支援 

☐ 法律相談・手続き ☐ 資材提供 ☐ 資金提供 

 

（上記項目以外の貴団体の取組み内容がありましたら具体的にご記入下さい。） 

 

 

 

3. 災害時連携会議への参加状況についておうかがいします 
 

【連携会議】近年の災害において九州北部豪雨や熊本地震において実施された、

情報共有、支援活動調整などを目的とした会議を指します。 

 

問9 以下に掲げる 2011 年以降の災害において、参加したことのある会議体

の名称と参加回数、参加した際の担当についてお答え下さい。 

会議体名 参加回数 ステータス 

（2011 年・東日本大震災） 
☐ 石巻市で行われた 

「ＮＰＯ・ＮＧＯ連絡調  整会議」 

※被災エリアで行われた同様の会議を抽出し

て選択肢とする予定。 

 ☐ 幹事 
☐ 参加者 
☐ オブザーバー 
☐ その他 

（2014 年・広島土砂災害） 
☐ 広島市土砂災害 NPO/NGO 支援連絡会議 

 ☐ 幹事 
☐ 参加者 
☐ オブザーバー 
☐ その他 
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（2015 年・関東東北豪雨災害） 
☐ 常総市災害支援情報共有会議 
☐ 県・県社協・NPO 連携会議 

 ☐ 幹事 
☐ 参加者 
☐ オブザーバー 
☐ その他 

（2016 年・熊本地震） 
☐ 火の国会議 

 

 ☐ 幹事 
☐ 参加者 
☐ オブザーバー 
☐ その他 

（2017 年・九州北部豪雨） 
☐ 九州北部豪雨支援者情報共有会議 

 ☐ 幹事 
☐ 参加者 
☐ オブザーバー 
☐ その他 

（2018 年・大阪北部地震） 
☐ おおさか災害支援ネットワーク災害時連 
  携会議 

 ☐ 幹事 
☐ 参加者 
☐ オブザーバー 
☐ その他 

☐ その他（国内） 

 ☐ 幹事 
☐ 参加者 
☐ オブザーバー 
☐ その他 

☐ その他（海外） 

 ☐ 幹事 
☐ 参加者 
☐ オブザーバー 
☐ その他 

 

 

4. 災害時の協働の状況についておうかがいします 
 
問10 貴団体において、これまでの災害時支援活動における協働の主な「相手先」

と「形態」についてあてはまるもの全てにチェックを記入して下さい。 

 

【協働】特定の課題解決のために、異なる主体が目的を共有し、互いに資源を持

ちより、相乗効果を上げながら協力して取り組むことを指します。 

 

（相手先） 

☐ NPO 団体 ☐ 企業 ☐ 都道府県行政 

☐ 市区町村行政 ☐ 地域団体（町会等） ☐ 商工会議所・商工会等 

☐ 社会福祉協議会 ☐ 大学等の学術機関 ☐ その他 

 

（形態） 

☐ 物的資源の提供 ☐ 人的資源の提供 ☐ ノウハウの提供 

☐ 資金の提供 ☐ 事業企画等への参加 ☐ 事業の後援・支援 

☐ 情報交換・意見交換 ☐ 活動場所の提供 ☐ その他 
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問11 貴団体が、災害時の支援活動を促進させていくうえで、課題であると考え

るものについてあてはまるもの全てにチェックを記入して下さい。 

☐ 人材不足 ☐ 活動場所の不足 

☐ 活動資金の不足 ☐ 実行ノウハウの不足 

☐ 他団体との連携・ネットワーク不足 ☐ 行政との連携・ネットワーク不足 

☐ その他  

 

問12 自治体との「連携強化」のための具体的な取り組みを行っていく際の「課

題（困っていること）」を自由にご記入ください。 

 

 

 

 

 

【ご連絡先】 お預かりいたしました会社名・個人名につきましては、個人情報

保護法に基づき安全かつ適正に管理いたします。 

法人名  

住所 〒 

連絡先 TEL                 FAX 

法人 URL http:// 

部署・役職  

連絡担当者                様 

E-mail           ＠ 
 

以上で質問は終了です。ご回答にご協力いただき本当にありがとうございました。 


